



























































































































































































































の証券決済に関するUNIDROIT条約（UNIDROIT preliminary draft Convention
 
on Harmonized Substantive Rules regarding Securities held with an Intermediary）
では、証券決済に関するファイナリティについて規定が置かれる方向で検討され
ていますので、仮にこの条約が採択され、決済ファイナリティ全般に関するグロ
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ーバルな関心が高まれば、資金決済のファイナリティに関する国内法整備の機運
も訪れるかも知れません。
５．結びに代えて
以上、法律問題の概観を述べてまいりましたが、詳しくは拙著『資金決済シス
テムの法的課題』国際書院（H15）や宿輪さんとの共著「最新の決済システムは
「ハイブリッド」から「オフセッティング」へ」金融財政事情2002年10月21日号
をご覧下さい。
最後に結びに代えて、決済システム改革に関して幾つかコメントを付加したい
と思います。
まず、決済システムのネットワークの構築に関してですが、日本では
national prideが強くて自前で開発するのが普通ですが、欧米では官民双方で
SWIFTネットワークを利用することが多いようです。私は、経済合理性に鑑み
るならば、必ずしも自前でシステム構築をしなくてもバックアップシステムだけ
でも SWIFTを利用すれば良いように思います。
次に、オフセッティング決済への移行に伴い、決済を大手銀行に委託する小規
模銀行が増加する「決済のぶら下がり化」が進む事態が予想されます。そうなる
と決済システムのリスク管理だけでなく、大手参加銀行のリスク管理の重要性が
増すものと思われます。
また、大口取引が去った後の全銀システムにおいては引続き DTNSが採用さ
れるものと思われますが、ネッティングそのものの問題は少ないにせよ、ファイ
ナリティの問題は同様に生じ得ると思われます。
さらに、郵貯民営化の問題とは別に、郵貯ネットワークのプレゼンスが既に高
まり、銀行間ネットワークや日銀ネットとの接続が拡大した今日、全銀協の運営
する全銀システムとの接続もそろそろ実現してはどうかと考えております。郵貯
と銀行がゼロサムの関係に立つ郵貯残高の（多さが民業を圧迫する）問題とは異な
り、決済ネットワークの方は決済インフラの整備･拡大を通じて郵貯と銀行双方
（ひいては利用者である国民）に利益をもたらすプラスサムの要素が強いからです。
以上で、ご報告を終わります。ご清聴有難うございました。
以 上
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